
 

標記の件について下記のとおり公告する。 

令和５年７月１０日 

独立行政法人 中小企業基盤整備機構  

 九州本部長 池田 章    

 

記 

 

１．業務の目的 

九州地方所在企業のうち 57.2%の企業が、事業承継を経営上の問題とする企業及び後継者不

在企業であり（※）、その割合は年々下がってきているものの、事業承継施策の普及は喫緊の課

題である。円滑な事業承継実現のためには、経営者と後継者との意識共有、経営状況・課題の

正しい認識、早期・計画的な事業承継の準備等の認識を浸透させ、実行に導いていくことが急

務である。 

地方、特に離島や中山間部等における後継者難による廃業は社会的課題（唯一の商店やサー

ビスステーションの消失による地域活力の衰退 など）となっており、地方創生の観点からも

公的支援の必要性・重要性は高い。こうした中、移住定住支援や創業支援に注力している市町

村は多い一方で、「地域の事業承継課題を認識し施策に反映できた市町村は２割弱に留まる」、

「事業承継・引継ぎ支援センターを認知していない・連携していない市町村は７割弱にのぼる」

などとする調査もあり、多くの市町村において事業承継支援の取組みは途上にあると言える。 

本業務では、国の事業承継支援と市町村の移住定住・創業支援をはじめとした地域振興・産

業振興施策を引き合わせるべく、地方創生の観点から見た事業承継の意義や現状・課題等にス

ポットを当て、基調講演や先進事例の紹介といった内容のイベントを開催することを通じ、地

域課題の解決に積極的に取組む市町村に対して「事業承継」という選択肢を与える（国の事業

承継支援との連携を深化させる）ことで、自治体起点の事業承継案件の掘り起し増加や後継者

人材バンク登録者・成約数の増加、各県事業承継ネットワークの強化を図り、廃業率の低減、

移住・定住・創業率の向上を目指す。 

 

※出所：「後継者問題に関する九州企業の実態調査（2022年）」2022年 12月 13日、帝国データバンク。 

    https://www.tdb.co.jp/report/watching/press/s221201_80.html 

令和５年度 九州地域における事業承継施策普及のためのイベント開催業務 

請負先の公募について 

https://www.tdb.co.jp/report/watching/press/s221201_80.html
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２．業務内容 

（１）イベント概要 

 ①開催日 

  令和５年１２月１２日（火曜） 

 

②会場（会場及びオンライン） 

 くまもと森都心プラザホール（熊本市西区春日 1丁目 14番 1号） 

  オンラインは、Teamsを想定する（Zoom以外） 

 

（２）業務概要 

①申込受付用フォームの設置 

②周知用ページの設置・運営 

③チラシデータ等の作成 

④参加申込の受付・管理 

⑤イベント周知及び参加者募集 

⑥登壇者対応（事前・事後調整） 

⑦会場の調整・イベント当日の会場設営等 

⑧登壇者の接遇（イベント当日対応） 

 ⑨イベント当日の会場での受付等事務 

 ⑩イベント運営・進行 

⑪オンライン配信及びオンライン参加者への対応 

 ⑫アンケートの実施・回収・集計 

 

（３）業務期間（契約期間） 

 令和５年８月３１日（木曜）～令和６年１月３１日（水曜）（予定） 

 

３．競争参加資格 

（１）中小機構の契約事務取扱要領第２条及び第３条の規定に該当しない者であること。 

※要領については当機構 Webサイトを参照。 

https://www.smrj.go.jp/org/info/bid/contract/index.html 

（２）中小機構反社会的勢力対応規程（規程２２第３７号）第２条に規定する反社会的勢力に

該当しないこと。※当機構 Webサイトを参照。 

https://www.smrj.go.jp/org/policy/index.html 

（３）令和 4・5・6年度の全省統一資格で「役務の提供等（301広告・宣伝）」に登録された者

https://www.smrj.go.jp/org/info/bid/contract/index.html
https://www.smrj.go.jp/org/policy/index.html
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であること。等級は問わない。 

（４）全省統一資格を有していない者であっても、下記※に記載の方法により資格審査申請を

行い、機構が上記（３）と同等の資格を有することを確認し、本公募に限り参加を認め

た者であること。 

 

  ※上記（４）の資格審査申請を希望する者は、以下に示す問合わせ先へ連絡し、８月１０

日（木曜）１７時までに資格審査申請様式を入手の上、下記へ必要な書類を添えて資格

審査申請を行うこと。なお、この審査結果は本公募案件についてのみ有効となる。 

 

  【問い合わせ先】 

   ○独立行政法人中小企業基盤整機構 九州本部 地域・連携推進課 

〒812-0038 福岡県福岡市博多区祗園町 4-2 博多祇園 BLDG． 

℡ 092-260-1355  

メールアドレス： renkeishien-kyushu@smrj.go.jp 

 

（５）当該業務に必要な経営基盤を有し、かつ、資金等について十分な管理能力を有している

こと。 

（６）現在、中小機構の専門家として業務委託契約を締結しているものまたは専門家が役員等

に所属する法人に該当するものでないこと。 

（７）過去３年以内に情報管理の不備を理由に中小機構との契約を解除されている者でないこ

と。 

 

４．選考方法 

（１）公募参加者から「企画提案書」等の提出を受ける。 

（２）企画選考メンバーが、提出された「企画提案書」等により評価を行う。 

（３）企画評価に合わせて価格評価も行う。 

（４）企画評価と価格評価の合計点で、最も点数が高い１者を請負先として選考する。 

 

５．スケジュール 

令和５年７月２１日（金曜） 仕様説明会 ※オンラインで実施 

令和５年７月２５日（火曜） 質問書提出期限（１７時） 

令和５年７月２８日（金曜） 質問への回答 

令和５年８月１０日（木曜） 競争参加資格 登録申請期限（１７時） 
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令和５年８月１８日（金曜） 競争辞退届の提出期限（１７時） 

令和５年８月２１日（月曜） 企画提案書提出期限（１７時） 

令和５年８月２３日（水曜） 企画評価（プレゼンテーション）※オンラインで実施 

令和５年８月３１日（木曜） 契約締結（予定） 

 

６．仕様説明会の開催日時等 

（１）開催日時：令和５年７月２１日（金曜） １３時３０分～ 

（２）開催方法：オンライン 

※参加人数の確認のため、仕様説明会に参加希望の場合は、下記の担当者まで、メール

にて、①社名、②参加人数（最大 2名まで）、③担当者氏名・所属部署名・役職名を明

記のうえ、７月２０日（木曜）１７時までに「１０．問合せ先」のメールアドレスま

で必ず連絡すること。 

※仕様説明会に参加する際には、別添の機密保持誓約書を７月２０日（木曜）までに提

出すること。 

 

７．仕様書等の交付 

（１）７月１１日（火曜）から７月２０日（木曜）まで、仕様書等の郵送又はメールによるデ

ータ送付による交付を受け付ける。 

（２）郵送又はメールによるデータ送付による交付を希望する場合は、「１０．問合せ先」のメ

ールアドレスに、①社名、②担当者氏名・所属部署名・役職名、③（郵送の場合は）送

付先住所を連絡すること。 

（３）郵送で交付する仕様書等は、１事業者につき１部とする。 

（４）交付又は仕様説明会に登録した事業者以外の競争参加は、原則、認めない。 

（５）仕様書等の交付を受ける場合は、別添の機密保持誓約書を７月２０日（木曜）までに提

出すること。 

（６）競争参加を辞退した場合には、交付された仕様書等を速やかに返却すること（郵送可）。

データで受領した場合は、データを確実に消去し中小機構にその旨を報告すること。 

 

８．留意事項 

（１）採用の可否にかかわらず、本企画書の作成に係る費用は支払わない。 

（２）一度提出された書類の変更及び取り消しはできない。 

（３）提出された書類は返却しない。 

（４）提出された書類や取得した情報等は本業務の採択に関する審査以外には使用しない。 
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（５）選考については、結果のみ通知し選考内容については公表しない。 

（６）仕様説明会参加者及び資料の交付を受けた者であって本選考への参加を辞退する場合、

８月１８日（金曜）１７時までに、辞退の旨を「１０．問合せ先」のメールアドレスに

連絡すること。 

後日、辞退届を提出するとともに、配布資料を中小機構に返却すること。データで受領

した場合は、データを確実に消去し中小機構にその旨を報告すること。 

（７）本業務は、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、政府・地方自治体及び施設等

の要請により、対策措置の追加・変更や、開催中止を行う場合がある。 

これに伴い、請負業務内容の追加や一部削除等変更を行う場合は、双方協議の上、請負

契約の変更を行うことによって契約金額の見直しが生じる場合がある。 

 

９．その他 

  企画評価（プレゼンテーション）の内容および日程、選考基準、仕様書、契約書案、支払

い条件、概算予算額等については、「７．仕様書等の交付」に明示しているほか、「６．仕様

説明会の開催日時等」において説明する。 

 

１０．問合せ先 

独立行政法人中小企業基盤整備機構九州本部 地域・連携推進課 

担当：野木森（のぎもり）、青木、鎌田 

〒812-0038 福岡市博多区祗園町４番２号 博多祇園 BLDG. 

電話：092-260-1355 

メールアドレス： renkeishien-kyushu@smrj.go.jp  

 

この公募に関する掲載期間は、 

  令和５年７月１０日（月曜）から令和５年７月２０日（木曜）までとする。  

以上 


